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ことが期待されている。（浦田 2002）   
この論文ではこうした自由貿易協定に関する議論、そして日韓自由貿易協定に関する  
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＄2   
じ議題が取り組まれた。しかし、シンガポールイシューが合意に至らなかったことを引き  
金として交渉は決裂している。（外務省WEBページ）こうした事実は多国間交渉によって  




















のスケジュールといった戦略を組むことができる。   
こうした二国間交渉の特質、つまり自由貿易への弾みを維持しうるという特質ゆえに、  
mという形態の重要性が現在増してきているのである。  
S3   
第2節 日本と韓国の産業・貿易構造  









2000）   
図2－1・2 は日本と韓国の製造業、つまり第2次産業内の付加価値で測った各産  
業の割合を示している。縦に積みあがったグラフは下から順に、化学工業晶、食品・飲料・  
タバコ、機械・輸送機器、繊維・衣料品、その他の製造品となっている。日本と韓国の製  
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囲2－2 韓国の製造菜構造  
ぎロその他の製造品  
lロぬ錐・衣料品 l  
l¢磯城・輸送機器 】日食晶．飲料．タ′くコ  
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郡＝   
ガf′／方よ′：j国の世界市場への総輸出額（T）に占める商品iの輸出額の割合  
君／ガさ：ゑ国の世界市場への総輸出額（T）に占める商品iの輸出額の割合  
ただし耶ま全商品、iはSITCで1桁レベルの分類（0～8）に含まれる商品   
ESの値が1ならば、J国とK国の輸出構造がまったく異なり、両国の輸出財は補完関  
係にあることになる。また逆に、ESの値が0ならば、J国とK国の輸出構造がまったく同  
じで、世界市場で両国の輸出財は競合関係にあるといえる。   




産業構造の変遷と整合的である。（高中1999）   
図2－3  
『国際連合貿易統計年鑑』より作成  
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（3）日本の貿易構造   
日本と韓国の貿易構造が類似に向かっていることを踏まえた上で、両国で貿易額から  
測った貿易構造の推移を見ていく。ここで貿易構造とは、ある産業（S汀Cl桁分類）での  
輸出額（輸入額）が、全産業の輸出額（輸入額）に占める割合をここでは意味している。   
日本の貿易構造の変化は図2－4・5に示されている。   
まず、輸出品目の構造をみてみよう。図2－4 から明らかにわかることは」分類7  
の機械・輸送用機械類が一貫して高い割合を保っているということである。分類7の占め  
る割合は高く、他の産業の10倍近い額となっている。日本の輸出は機械・輸送機器に極  






たことが分かる。変化の傾向は分類7と分類3とで対照的である。   
このことは産業構造の変遷に照らし合わせて考えると、産業の空洞化や経済のソフト  
化といわれる重化学工業からサービス産業への比重の変化を裏付けているといえよう。  
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拘2－4 日本の始出品日の構造  
E）8MtSCMANUFACllJRED GOODS  
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『国際連合貿易統計年鑑』より作成   
㌔ずず♂♂♂ぜ耳㌔㌔♂♂♂ぜ耳♂♂♂ぜぜ♂㌔ぜぜぜ  
紗  
（5）日本と韓国の比較優位構造の変化   
産業の発展と衰退の過程は各国の輸出入額で測った貿易特化指数でとらえることがで  
きる。貿易特化指数は純輸出比率（NER：net eXpOrt ratio）ともいわれ、次のように定義  
される。  
∬さ一丁さ  
〃友好…   
∬ア＋ナチ  
ズさ：世界市場におけるk国の商品iの輸出額  






の1つの指標とみなして話を進める。   
日本の貿易特化指数は図2－8で示した。各産業の指数がどの辺りで推移しているか  
が重要である。分類7の機械・輸送用機器で安定した競争力を持つ反面、食料や資振等の  
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閏2－8 貿易特化指数く日本）  
二∵∵〇FOODANDL】∨∈ANIM札S  





























































特徴的である。   
上に挙げた点に注目して、以下では分類7の代表的な産業と、特化係数の推移で特徴  




尺C4芝   
ズ㌢／ギ  
ギ／ズf：k国の総輸出額（T）に占める商品iの輸出額の割合  
∬㌢／ギ：全世界（W）の総輸出額（T）に占める商品iの輸出額の割合   
つまり、k国における商品iの輸出シェアを世界全体における商品iの輸出シェアで  
割ったものである。このRCAが1を超えた値を示すと、その国は商品iで比較優位を持っ  
ていることを示す。   









映している。（通商白書2003）   
次は分類78の走行用車両である。日本では786のトレーラ｝・コンテナを除いて分  
類78に含まれるすべての製品で比較優位がある。とりわけ、781の乗用自動車と785の  
















っていない。（図2－15）   
最後に繊維産業について見てみる。図2－16では日本の繊維産業が653の人造繊維  
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『国際連合貿易統計年鑑』より作成   
1997  1998  柑99  2抑0  2001  
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『国際連合貿易統計年鑑』より作成   
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『国際連合貿易統計年鑑』より作成   
1999  2000  2001  1997  1998  
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邑2－18 日本糾産業  
－●－851織物用捜錐の糸  
















『国際連合貿易統計年鑑』より作成   








表2－1 日本と韓国の技術力比較  
研究開発部門の科学  科学・技術雑   R＆D支出   
者・エンジニア数  誌論文数  
特許権・ライセンス使用料   
年   1990－2000   1997   1989－2000   
受け取り 2000   
支払い 2000   
日本   4960   43891   2．8   10227   11007   
韓国   2139   4619   2．7   668   3221   
単位  人口百万人あたり  対GDP比   百万＄   百万＄   
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与えることが危倶されている。   
次に「原料別製品」を見てみよう。この分野では「鉄鋼」の占める割合が両国とも高  
く、約半分を占めている。（4）で示したように、韓国は「繊維製品」、「鉄鋼」、「金属製  
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－●－ eXPO托S（U）   
‥▲・impo托S（C）  
・●・eXPO托S（C）  
用77柑丁81g7g1980 柑81柑82 用831184 柑85用86 柑87＝柑8 柑8gl090柑91柑92柑931拍（柑95 柑96柑9了19981的920002001  
『国際連合貿易統計年鑑』より作成  
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は正の値をとる。   
日本、韓国の名目保護率はそれぞれ、約2．3％、約2．8％となっている。これは具体的  
には、両国の生産者と消費者が直面している農産物価格が日本では世界価格の約3．3倍、  
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図3－1  
ぎi訃甜昏望且 旭柁翳N血道p掩髄紀曲数な癒践d馳モ1野∈砂岨駒鱒y  
0．1  1．3  1．8  翌月  ！月  ∋虐  8月  4月  
出典：OECD『AgriculturalOutl∝血2003年』  
図3－2  
貝印陀之息 恥dⅦ語一執甲卿五感m弛坤別れ叩  
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図3－3   
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図3－4 価格支持政策と生産補助金の比較  
参考：嘉田良平他『農林業の外部軽済効果と環境農業政策』多賀出版，1995  
多面常磯鹿骨辟持するための政策の比殴  一部分埠衝分析で測る脚   
Ss：社会的供給曲線（農業の正の外部性を加味した供給曲線）   
Ss：私的供給曲線（農業の正の外部性を加味しない供給曲線）   
Ⅰ㌦：世界価格   
Ps：関税等の価格支持政策によって実現される国内価格   
農産物生産者は農業を通じて、農産物以外に洪水防止などの価値を生み出しているが、  
それは評価されないために、評価されるときよりも生産コストが余計にかかる。したがっ  
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ので金融危機に陥る可能性がある。（吉富2003）   
97年にタイで生じた通貨危機の際、韓国では海外資本引き上げ、特に短期性外貨の急  
速な流出が生じた。以上述べたことが要因となって、資本流出が韓国でデフォルト危機に  
まで至る深刻な状況をもたらしたのである。   
デフォルト危機によって韓国軽済はIMFの緊急融資を受けることになった。韓国の危  
機的な状況は、韓国経済に対するIMFの圧倒的影響力を認めさせることになった。  
























した韓国型の企業統治から、欧米型の樺主資本主義への転換である。   
公共部門の改革によって浦項製鉄や韓国重工業などの公企業は民営化された。また、  
公務員数の削減といった政府組織の締小が行なわれた。   
労働部門では98年2月に整理解雇制が法制化され、労働市場の柔軟性向上に向けた取  














ものである。（日韓自由貿易協定共同研究会報告書 2003）   
日韓自由貿易協定に盛り込まれる予定の、貿易の自由化や海外直接投資に関わる規制  
緩和は、韓国が90年代に進めてきた産業の自由化、資本取引の自由化の延長にあると捉  
えるべきであろう。   
近年、韓国企業に政府が補助金を与えているとして、韓国はWmの紛争解決の場で  
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まとめ   
この論文では、日本と韓国の産業・貿易構造の変遷を中心に、現在両国が自由貿易協  
定を結ぶに至る経済的な経緯を述べてきた。   
第1節では、世界的に2匡Ⅰ間貿易交渉の締結が増えてきていることを示した。その原  
因は多国間交渉を進めているWm体制が機能麻痺に陥っていることであった。自由貿易  
への弾みを維持するものとして2国間交渉の重要性が近年増してきているのである。   
第2節では、日本と韓国の産業・貿易構造について詳しく見てきた。その過程は韓国  
の比較優位構造が日本の比較優位構造へと収赦していくものであった。経済発展の過程で  









































深川由起子（2000）：「韓国一構造調整と先進化への試練」（原洋之助 編 『アジア経済  
論 新版』，NTT出版，2000に所収）  
－－－－  「日韓投資協定 日本の対東アジア自由貿易戦略の一里塚になるか」軽済セミ  
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